
調査手法

効率的に質の高いデータの取得を目指し、オンラインのみ可能な先行回答期間
を設定する「オンライン先行型調査方式」を採用しています。

中京都市圏では、都市交通の実態を詳細に把握・分析するとともに、今後の望ましい交通のあり方などを検討するための基礎資料として、
パーソントリップ調査に取組んでいます。中京都市圏では、1971年から10年ごとに6回の調査を実施しています。

調査主体 中京都市圏総合都市交通計画協議会

本体調査

「様々な属性情報」と「平日1日の移動実態」を把握するPT本体調査を実施し
ています。

調査圏域人口 9,492,217人（R2国勢調査より）

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

調査対象圏域

計97市町村

岐阜県南部17市16町
愛知県全域38市14町2村（名古屋市を含む）
三重県北勢地域5市5町
都市圏60市35町2村

出典：第6回中京都市圏パーソントリップ調査の概要

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書

表 実施方針

図 調査対象範囲

図 オンライン先行型調査方式

調査体系

整理した都市圏及
び市町村ニーズ等
を基に、調査に対
するニーズ（調査
課題）を設定し、
課題に対する施策
検討に向けて効率
的・効果的に実態
を把握することを
目指しています。

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書

図 第６回調査における取得体系

PC、スマホで回答送信

紙から手入力でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング（ゾーン番号付与等）
・パンチング（電子データ入力）

オリジナルファイル

回答のない
対象者

紙で回答、返送
・世帯票（１枚）

・個人票（人数分）
・返信用封筒

自動でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）

・コード表との紐付け

はがきの準備・発送
・はがき印刷（全調査世帯分）

調査物件の準備・発送
・物件印刷（回答なし分のみ）
・物件封入（回答なし分のみ）

PC、スマホ
で回答送信

【オンライン先行関連】
①「ログインID」「パスワード」が記載された“はがき”を発送
②オンライン回答方式で調査日設定（オンライン先行回答）
③各調査対象者が回答ページにアクセスし、世帯の情報
及び調査日の移動実態について回答

④調査日設定の翌週金曜日を目途に返答期限を設定

【郵送関連】
①     先行回答の返答期限内に「返答完了」または「拒否」
の意思を示していない世帯を抽出し、物件送付を準備

②紙媒体調査票を含む物件一式を送付・回答依頼
③調査物件一式の発送世帯における調査日設定
（オンラインでも回答可能）

④調査日設定の翌週金曜日を目途に返答（返送）期限を
設定

オンライン
先行調査
期間 オンライン・紙

併用調査期間

項目 実施方針（案）

調査対象日 ・調査時期：令和３年９月～11月の平日１日を対象

調査対象圏域 ・第5回調査圏域に加え、リニア開業前の調査として岐阜県 中津川市を追加
（計97自治体、5歳以上人口約981万人）

ゾーニング

・前回調査のゾーン体系から基本的に変更なし（道路交通センサスとの連携を図るため小ゾーン境界を一部変更）

・地域データの詳細化ニーズに応えるため、詳細な住所を把握し、ジオコーディング※を実施
※ジオコーディング：居住地や目的地などの地理情報を緯度経度の座標値に変換する作業

調査精度
・都市圏全体での広域的移動を「基本ゾーン」単位で把握（全域共通）
※総合都市交通体系調査の手引きに基づく抽出率：2.78％

調査項目

≪世帯票≫ ≪個人票≫ ※赤字：追加、青字：削除

①現住所 ⑩要介護認定の有無
②性別 ⑪障害者手帳の有無
③年齢 ⑫保有自動車・二輪車台数
④世帯主との続柄 ×車種・所有者・使用燃料
⑤職業（産業） ＥＴＣ車載器の有無
⑥就業形態 ⑬現住所の居住年数と
×通勤・通学先の所在地 前居住地
⑦保有運転免許 ⑭世帯収入
⑧鉄道・バス・タクシーの
乗車証の保有有無

⑨外出に関しての困難の有無

①調査日 ⑫出発・到着時刻
②個人番号 ⑬利用した交通手段の種類
③通勤・通学先の所在地 ⑭手段別所要時間
④勤務制度 ⑮乗換地点（駅名、バス停名等）
⑤はじめにいた場所 ⑯公共交通乗車中の活動内容
⑥外出の有無 ⑰同行者人数・属性
⑦在宅での活動内容 ⑱駐車場所・駐輪場所
⑧目的地 ⑳自動車運転の有無
⑨施設の種類 ㉑高速道路利用の有無
⑩移動目的 ×利用した自動車番号
⑪目的地での消費額 ×乗降ＩＣ名

×駐車料金

調査手法
・データの質の向上に向けて、オンライン回答を促進する手法を採用
（例）スマホ・タブレット対応、アラート設定の実装、調査依頼の工夫、オンライン先行回答期間の設定 等

出典：令和2年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書
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項目 実施方針

調査対象日 ・令和４年10月～11月の平日1日を対象
（※当初予定は令和3年実施予定だったが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて延期）

調査対象圏域 ・第5回調査圏域に加え、リニア開業前の調査として岐阜県中津川市を追加

ゾーニング ・前回調査のゾーン体系から基本的に変更なし（道路交通センサスとの連携を図るため
小ゾーン境界を一部変更）

調査項目

※赤字：
新規追加

≪世帯票≫

①世帯人員

②自宅住所

③世帯保有の自動車・

二輪車の台数

④居住年数・前居住地

⑤世帯年収

⑥性別

⑦年齢

⑧続柄

⑨職業

⑩就業形態

⑪勤務時間(形態）

⑫運転免許の有無

⑬鉄道・バス・タクシーの

乗車証の有無

⑭外出に関しての困難の

有無

⑮要介護認定の有無・

内容

⑯障害者手帳の有無・

内容

≪個人票≫

①在宅時の活動内容

②外出の有無

③外出についてのコロナ

の影響有無

④出発地・到着地

⑤出発・到着施設

⑥目的

⑦消費額

⑧出発・到着時刻

⑨交通手段

⑩駐輪・駐車場所

⑪乗換地点

⑫公共交通利用時の活動

⑬運転の有無

⑭高速道路利用の有無

⑮同行者数・属性

⑯移動についてのコロナ

の影響有無・内容



標本設定の考え方

標本率は、基本ゾーン数×手段4区分×目的4区分のトリップ発生量・集中量
が統計的に精度担保（相対誤差20％以内、信頼度95％）できるように設計して
います。また、刈谷市、豊田市については、小ゾーンで統計的に精度担保できる
よう、追加して配布することを設計しています。なお、基本ゾーンの中には工業
地域や港湾など、居住地のいない地区を1つのゾーンとして設定されているとこ
ろもあるため、当該ゾーンは標本率算定の対象外として設定しています。

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

スケジュール

調査日は、「10、11 月の水・木曜日」としました。調査の実施にあたっては、
日の分散による悪天候等の特異データの影響軽減、また電話応対の集中を避け
るよう、計3 回のロットに分けての発送を基本としています。
ただし、抽出作業に時間を要し第3 ロットまでに間に合わなかった場合に適用
した地域（対象：愛知県岩倉市、犬山市）について第4 ロットとして実施して
います。

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書

表 詳細スケジュール

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書

オンライン先行調査期間 オンライン・紙併用調査期間

第１ロット

先行調査日発送日 返答期限 併用調査日発送日 返答期限

１０/５・６9/2８ １０/１６ 1１/１６・１７1１/7 1１/２７

送付対象者
選定・

印字封緘
期間

第２ロット １０/１２・１３１０/５ １０/2３ 1１/２４1１/14 1２/４

第３ロット

第４（特設）ロット

１０/１９・２０１０/１2 10/３０ 11/３０11/２１ 1２/１１

10/２６・２７１０/１９ 1１/６ 11/３０11/２1 1２/１１

返答期限日に
督促状を
発送

※第４（特設）ロット対象市町村は、愛知県犬山市、岩倉市のみの予定。ただし、第１ロットの回収率の傾向（立ち上がりベース）から、目標回収率の達成が
困難と予測される場合には、総務省申請内容の範囲内（対象世帯数約39万世帯）で配布対象世帯数を増やすことについて検討する。



回収率

システムチェック、エラーチェックを行ったうえでオリジナルファイルを作
成・整備しています。オリジナルファイルの整備により、有効世帯数・個人数
は下表の通りとなります。

検討体制

検討にあたっては、国土交通省や愛知県、岐阜県、三重県、名古屋市などの関
係機関と学識経験者により構成された中京都市圏総合都市交通計画協議会が取
り組んでいます。

広報の取組

PT 調査の必要性について、一般及び調査対象者の理解を得るとともに、回収
率を向上させるために、調査対象者への協力依頼を想定した、効果的、効率的
な広報計画（掲載内容、掲載場所、広報スケジュールなど）を検討しています。

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書

表 有効世帯数・個人数、有効回収率

協議会ホームページ

世帯数 個人数

（A) （B） （C＝B/A） （D） （E) (F=D/A)

愛知県 149,020 43,233 29.0% 41,451 88,352 27.8%

岐阜県 65,906 20,248 30.7% 19,438 41,621 29.5%

三重県 28,652 8,075 28.2% 7,700 16,266 26.9%

名古屋市 106,389 28,161 26.5% 26,899 50,113 25.3%

刈谷市 5,092 1,412 27.7% 1,368 2,926 26.9%

豊田市 34,280 10,371 30.3% 9,927 21,663 29.0%

都市圏計 389,339 111,500 28.6% 106,783 220,941 27.4%

県市

配布
世帯数

返送
世帯数

(WEB+紙)

返送率
(暫定回収

率)

有効票数 有効
回収率

表 本体調査における広報内容の一覧 

種別 内容 

記者発表 ・調査実施前に記者発表の実施 

協議会ホームページ 
・協議会 HP へのリンクはオンライン回答ページ（調査回答

ページ）に掲載 

・調査回答ページのログイン画面に、各構成団体 HP のリン

クを設定 

・各構成団体 HPには、調査回答ページのリンクを設定 

・県下市町村 HPには、県 HP及び調査回答ページのリンクを

設定 

構成団体ホームページ 

市町村ホームページ 

自治体広報紙 ・県市、管下市区町村の広報紙への掲載を依頼 

SNS 
・Facebook、Twitter、LINE等の活用 

・相互コミュニケーション、情報拡散のツールとして活用 

 

表 実態調査において実施した広報内容

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書

・情報拡散のツールとして活用



調査票

個人票、世帯票

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

世帯票

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書



調査票

個人票、世帯票

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

個人票

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書



各種調査物件

先行はがき、送付用封筒、調査のご説明、依頼状 、調査票記入例、返信用封筒 、お礼兼督促状

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

先行はがき

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書



各種調査物件

先行はがき、送付用封筒、調査のご説明、依頼状 、調査票記入例、返信用封筒 、お礼兼督促状

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

調査のご説明依頼状
出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書



各種調査物件

先行はがき、送付用封筒、調査のご説明、依頼状 、調査票記入例、返信用封筒 、お礼兼督促状

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

調査票記入例

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書



各種調査物件

先行はがき、送付用封筒、調査のご説明、依頼状 、調査票記入例、返信用封筒 、お礼兼督促状

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

発送用封筒
出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書



各種調査物件

先行はがき、送付用封筒、調査のご説明、依頼状 、調査票記入例、返信用封筒 、お礼兼督促状

中京都市圏総合都市交通体系調査 2022年

お礼兼督促状

返信用封筒

出典：令和3年度中京都市圏総合都市交通体系調査検討業務報告書


